	令和５・６年度朝日町建設工事等競争入札参加資格審査申請書受付要領


令和５年度及び６年度朝日町建設工事等競争入札参加資格審査申請書の受付については、次のとおりです。
１　受付期間

令和５年２月１日（水）から令和５年２月２８日（火）まで
（土・日・祝日を除く）
午前８時３０分から午後５時１５分まで（ただし、正午から午後１時までを除く）
（郵送も可。ただし、令和５年２月２８日（火）まで到着厳守。）

２　資格審査申請書を提出できる者の範囲
（資格審査申請書を提出できる者は、次に掲げるすべてに該当する者であること。）
（１）　地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項に該当しない者、又は同条第２項に該当し、その事実があった後２年を経過した者。

（２）　資格審査申請書の提出日までに納期限の到来した申請書所在地（委任先がある場合、委任先支店、営業所等所在地）の市町村税及び国税・県税を完納している者。

（３）　資格審査申請書の提出日において、申請書を提出する業種区分により、次の許可等が必要です。　
【建設工事】

　 （１）　建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条第１項の規定により、建設業の許可を受けている者。

　（２）　建設業法第２７条の２３第１項の規定による経営に関する客観点事項の審査を受けており、経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書にあっては総合評定値の記載のある者であること。また、経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書の雇用保険、健康保険及び厚生年金保険の加入状況がいずれも「有」又は「除外」となっていることが条件となります。ただし、経営事項審査後において、加入又は適用除外の手続きを取られた場合は、その事実を証明する書類（保険料の領収書等）の写しを提出することにより、入札参加資格申請を行うことができます。
【測量・建設コンサルタント等業務】

　 （１）　測量業務にあっては、測量法（昭和２４年法律第１８８号）第５５条第１項による登録を受けている者。

　 （２）　建築関係建設コンサルタント業務のうち建築一般を希望するものは、建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２３条第１項の規定による登録を受けている者。

（３） 補償関係コンサルタント業務のうち「不動産鑑定」を希望する者で、不動産の鑑定評価に関する法律（昭和３８年法律第１５２号）第２２条第１項の規定による登録を受けている者であること。

【物品購入・各種委託業務】

　 （１）　建築物等の清掃、施設・設備の保守点検業務にあっては、法令に基づく登録を受けている者。

（２） 物品購入業務、各種役務の提供にかかる業務にあって、法令に基づく登録を要しないものにあってはこの限りではない。

３　提出書類

資格審査申請書の提出にあたっては、申請書を提出する業種区分により、別表の○印をつけた書類を提出してください。
※提出書類は、別表提出書類の順に揃えてください。

（１）　申請書類の様式は、建設工事及び測量・建設コンサルタント等業務については、国土交通省地方整備局の一般競争（指名競争）参加資格審査書類若しくは富山県様式に準ずるものとし、物品購入・各種委託業務については、当町指定様式又はこの様式に準ずるものとします。
　　　提出部数は１部、こより（綴りひも、ホッチキス、金具類の使用は不可とします）で綴じた後、個別フォルダー（見本・コクヨA４－IF、類似品可、色指定なし。見出し部分には会社名を記入してください）に収納してください。
（２）　申請書は、直接持参又は郵送してください。

（３）　建設工事にあって経営事項審査結果通知書は、直前の決算期のものを添付してください。
（４） 受領確認が必要な場合は、受領証（任意様式）を提出してください。（郵送する場合は、切手を貼った返信用封筒又は切手を貼った返信用ハガキも同封してください。）

４　資格審査申請書の有効期間

資格審査申請書の有効期間は、令和５年４月１日から令和７年３月３１日までの２年間とします。

５　その他

　　　上記受付期間（定期受付）終了後も随時追加申請を受付します。

６　受付場所

　　朝日町役場財政管理課管財・契約係
　　〒９３９－０７９３
富山県下新川郡朝日町道下１１３３番地

　　Tel　０７６５－８３－１１００（内線２５１，２５３）

　　Fax　０７６５－８３－１１０９
（別表）　　　　　　　　　　　　入札参加資格審査申請書提出書類
次の表の○印をつけた書類を提出して下さい。
【建設工事】

	
	提出書類
	町内
	町外
	摘要

	１
	建設工事入札参加資格審査申請書
※要押印

	○
	○
	

	２
	建設業許可証明書（写し）
※建設業許可を受けていることを証明する書類


	○
	○
	

	３
	経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書の写し
	○
	○
	

	４
	財務諸表（決算書）
	○
	○
	直前２年の各営業年度分

	５
	使用印鑑届出書
	○
	○
	

	６
	登記事項証明書（法人の場合）又は身分証明書（個人の場合）
	○
	○
	写し可

	７
	申請書所在地の納税証明書写し
　国税（所得税又は法人税及び消費税、地方消費税）
　都道府県税（都道府県民税、事業税）
　市町村税（市町村民税、固定資産税等）
※電子納税証明書可
	○
	○
	未納がないことの証明

	８
	技術職員名簿
	○
	○
	

	９
	誓約書
	○
	○
	

	１０
	営業所一覧表
	○
	○
	該当者のみ

	１１
	委任状
	○
	○
	該当者のみ

	１２
	ISO登録証書
	○
	○
	該当者のみ

	１３
	除雪業務等の委託契約書等の写し
	○
	
	該当者のみ

	１４
	消防団協力事業所に認定されたことを確認できる書類の写し
	○
	
	該当者のみ


　
※証明書類は資格審査の申請日から起算して３ヶ月以内のものとする
※委任状の受任者欄も押印すること（使用印鑑届の使用印と同一のもの）
※納税証明書は、委任先がある場合は委任先の自治体のものとする

（別表）　　　　　　　　　　　　入札参加資格審査申請書提出書類
次の表の○印をつけた書類を提出して下さい。
【測量・建設コンサルタント等】

	
	提出書類
	町内
	町外
	摘要

	１
	入札参加資格審査申請書（測量・建設コンサルタント等）
　※要押印

	○
	○
	

	２
	技術者経歴書
	○
	○
	

	３

	申請業務の営業に関する登録証明書等の写し
	○
	○
	

	４
	財務諸表（決算書）
	○
	○
	直前２年の各営業年度分

	５
	誓約書
	○
	○
	

	６
	使用印鑑届出書
	○
	○
	

	７
	委任状
	○
	○
	該当者のみ

	８
	営業所一覧表
	○
	○
	該当者のみ

	９
	登記事項証明書（法人の場合）又は身分証明書（個人の場合）
	○
	○
	写し可

	１０
	申請書所在地の納税証明書写し
　国税（所得税又は法人税及び消費税、地方消費税）
　都道府県税（都道府県民税、事業税）
　市町村税（市町村民税、固定資産税等）
※電子納税証明書可
	○
	○
	未納がないことの証明


　
※証明書類は資格審査の申請日から起算して３ヶ月以内のものとする
※委任状の受任者欄も押印すること（使用印鑑届の使用印と同一のもの）
※納税証明書は、委任先がある場合は委任先の自治体のものとする

（別表）　　　　　　　　　　　　入札参加資格審査申請書提出書類
次の表の○印をつけた書類を提出して下さい。
【物品購入・各種委託業務等】

	
	提出書類
	町内
	町外
	摘要

	１
	入札参加資格審査申請書
	○
	○
	

	２
	誓約書
	○
	○
	

	３

	使用印鑑届
	○
	○
	

	４
	財務諸表（決算書）
	○
	○
	直前２年の各営業年度分

	５
	事業概要書
	○
	○
	

	６
	技術者名簿
	○
	○
	該当者のみ

	７
	事業に関し許可、認可等を受けていることを証する書類の写し
	○
	○
	該当者のみ

	８
	申請書所在地の納税証明書写し
　国税（所得税又は法人税及び消費税、地方消費税）
　都道府県税（都道府県民税、事業税）
　市町村税（市町村民税、固定資産税等）
※電子納税証明書可
	○
	○
	未納がないことの証明

	９
	登記事項証明書（法人の場合）又は身分証明書（個人の場合）
	○
	○
	写し可

	１０
	代理人に対する委任状
	○
	○
	該当者のみ

	１１
	営業所一覧表
	○
	○
	該当者のみ


　
※証明書類は資格審査の申請日から起算して３ヶ月以内のものとする
※委任状の受任者欄も押印すること（使用印鑑届の使用印と同一のもの）
※納税証明書は、委任先がある場合は委任先の自治体のものとする

